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　日本における「フリースクール」概念は、曖昧であり、しばしば濫用されてきた。本稿では、
日本で「フリースクール」が知られる契機になった大沼安史の著作、フリースクール研究会、
東京シューレ、「フリースクール」に関する先行研究などを検討することにより、日本にお
いて「フリースクール」概念が普及する過程とその問題点を検討し、「フリースクール」概
念の整理を試みた。
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はじめに
　文部科学省は 2015 年 1 月、「フリースクール等
に関する検討会議」を発足させた。「フリースクー
ル等」を教育制度に位置づける方向で議論が進め
られている。本稿の目的は、「フリースクール」
が注目される今、改めて「フリースクール」概念
を検討することである。「フリースクール」とい
う語は多用されながらも（あるいはそれ故に）、
その語が意味するものは不明確であり曖昧であ
る。本稿は、意訳としての「フリースクール」と
その濫用に着目し、日本における「フリースクー
ル」概念を考察する (1)。　
　なお本稿は、欧米の「フリースクール」を正
統なものと見做し、日本における実践を不登校
生を対象にした亜流であるという見解は採らな
い。そもそも先行研究で述べられる「欧米のフ
リースクール」という語が不明確である。日本
語の「フリースクール」と同様の意味合いで free 
school という語が英語圏で用いられることは今日
において一般的ではなく、free school という項目
がない辞典が多い (2)。日本語の教育学辞典の多
くは、ニイル（Neill, A. S.）のサマーヒル・スクー
ル（Summerhill School）を「フリースクール」の
源流としている (3)。しかし、英語圏の辞典では
ほとんど言及されていない (4)。仮にサマーヒル・
スクールが「フリースクール」の源流であったと
しても、サマーヒル・スクールを固定的なものと
見做し、それを日本に移植したと考えることはで
きない。なぜならサマーヒル・スクールは、「問
題児の学校」であった時期、国際的に評価された
時期、当局の干渉により閉鎖の危機にあった時期、
生徒数の多い／少ない時期、日本から来た子ども
が約 3 分の 1 を占めていた時期など、1921 年の
開校以来、長い歴史のなかで日々変化してきたの
である。「フリースクール」を固定的なものと見
做し、その性質を代表者の理念から演繹する傾向
が見られるが、「フリースクール」は流動性の高
いその場に集う人びとの出会いから生成されるも
のである。本稿では、このような視点から「フリー
スクール」を捉え、その多義性と流動性に着目し
ながら検討する。
　まず先行研究を検討することが通例であるが、
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本稿では先に、ジャーナリストやフリースクール
研究会による「フリースクール」概念の普及（1
節）、日本における「フリースクール」の始まり（2
節）について述べる。なぜなら先行研究の多くが
20 世紀末以降になされたものであり、次節以降
で述べる日本における「フリースクール」概念の
普及と用語法を前提にしているからである。以上
を確認した後に、雑誌記事も含め先行研究におい
て「フリースクール」概念がどのように濫用され
ているか検討し、概念整理を試みる（3 節）。
１　日本における「フリースクール」概念
　　の普及
（１）大沼安史による紹介
　日本においてフリースクールに対する関心が高
まった契機は、大沼安史の『教育に強制はいら
ない――欧米のフリースクール取材の旅』（大沼 
1982）である。北海道新聞社会部記者であった大
沼が書いた連載記事「教育の新しい風」（『北海道
新聞』1981 年 6 月 16 日～同年 7 月 3 日、全 17
回）に注目した一光社の鈴木大吉が出版を持ちか
けた。
　一光社は、大沼（1982）が紹介しているクロ
ンララ・スクール（Clonlara School）のパット・
モンゴメリー（Pat Montgomery）の来日記録（大
沼 編 1982） や 共 著（Montgomery & Korn 1984 = 
1984）、大沼翻訳の Holt（1981 = 1984）を出版し
ている。
　日本における「フリースクール」概念の普及に
大沼が大きな役割を果たしたと考えられるが、大
沼が「フリースクール」という語をどのように
用いたか注意したい。大沼は National Coalition of 
Alternative Community Schoolsを「わかりやすく「全
米フリースクール連合」と訳しておこう」と述べ
ている（大沼 1982, p. 91）。
　大沼の翻訳について堀は、「フリースクールと
オルタナティヴ・スクールやコミュニティ・ス
クールとを事実上ほとんど同一のものと見てのこ
とであろう。しかし、オルタナティヴ・スクール
のほうがより多くの学校を含む言葉のように思わ
れる。とくに公立学校は「自由放任学校」といっ
たイメージを持たれるのを嫌って、自らをフリー
スクールよりもオルタナティヴ・スクールと呼ぶ
ようだ。……とにかく、よく似た用語が数多く
あって、しかもその中身は使う人によってかな
り違うのである」と述べている（堀 1985, p. 10）。
さまざまな実践をどう呼び表すかをめぐって用語
の混乱があったことが分かる。今日においても
alternative school の定訳はなく、カタカナで「オ
ルタナティブスクール」と表すことが多いのでは
ないかと思われる (5)。
　管見の限り、現在のクロンララ・スクールの
ホームページには free school という語は見られ
ない (6)。また、ニイルも free school という語を
積極的に使っていたようには見受けられず、大沼
の取材時にアメリカでどれほど free school という
語が用いられていたのかは定かではない (7)。
　大沼（1982）が紹介している諸実践は、公立学校、
小規模な私設スクール、「学習交換所」（Learning 
Exchange）など、きわめて多様であるが、大括り
に「フリースクール」と総称しており、以下のよ
うな記述が見られる。
　「サンタフェ・コミュニティ・スクール（SFCS）
は、パットおばさんのクロンララ校と並ぶ、アメ
リカの代表的なフリースクールだ」（p. 105）。詳
細は「専門家の議論に譲り、サマーヒル派もシュ
タイナーもモンテッソーリも一緒くたに考え、カ
リフォルニアのフリースクール巡りの先を急ご
う」（p. 210）。alternative college は「オルタネーティ
ブ（代わりの）というと舌をかみそうだから、「フ
リ ・ーカレッジ」とか「フリ ・ーユニバーシティー」
と言い直すことにしよう。日本語にすれば「自
由大学」、なかなか耳ざわりもいい」（p. 215）。
Paciﬁc Region Association of Alternative Schools は
「ちょっと意訳して、「太平洋地域フリースクール
連合」」（p. 205）。
　このように学問的厳密性を重視せずに、既存の
教育を問い直す当時の実践を言い表す言葉として
「フリースクール」が用いられている。読者に馴
染みがなく具体的イメージを与えない alternative
ではなく、比較的馴染みやすくイメージを持ちや
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すい「フリー」という語に意訳したのではないか
と考えられる。alternative は実践の内実を具体的
に言い表してはいないし、子どもの自由を重視し
た当時の実践を「フリー」という語はうまく伝え
ているようにも思われる。しかし、このような厳
密性を欠いた用語法が、日本における「フリース
クール」概念の混乱の原因になったとも考えられ
る。
　大沼の取材の目論見は、厳密に欧米の実践の違
いを吟味して紹介することよりも、当時の日本の
教育を批判的に捉える手がかりを得たいという点
にあったことが、以下の記述から伺われる（大沼 
1982, pp. 3-4）。
　日本の教育はテスト、テストで子どもたちを
苦しめ、「点数」と「能力」とかで選別し、挙
げ句の果てに校内暴力、登校拒否まで引き起こ
しているのだ。だれが言っているのか知らない
が、「日本の教育は世界一」だなんて、とても
言えたものじゃない。
　もしかしたらフリースクールは、日本の「教
育荒廃」に一つの解決策を提起するものじゃな
いかな……そんな期待感もあったのだ。
　「はじめに」で、このように述べられている大
沼（1982）には、欧米の実践を称揚することによ
り日本の教育を批判する記述が多数みられる。書
名『教育に強制はいらない』にも、大沼の意図が
強く打ち出されていると言える (8)。
（２）フリースクール研究会
　フリースクール研究会は、大沼の著作などフ
リースクール関連書籍を出版した一光社を拠点に
1983 年に東京で結成された (9)。東横学園大倉山
高校の教員であった石井和彦 (10) たちが研究会結
成を呼びかける葉書を『続・教育に強制はいらな
い』（大沼編 1982）に挟み込んだのを契機に、結
成総会が 1983 年 3 月 26 日に開催された。この結
成総会は、出席者 60 名の自己紹介と現状報告に
終始して議題討議ができなかったため、2 回目の
結成総会が同年 4 月 29 日に参加者 90 名で開催さ
れた。この時点で会員数は 200 名であり、注目を
集めていたことが分かる。『毎日新聞』（1983 年 5
月 5 日、東京朝刊 12 面）は、2 回目の結成総会
の様子を、つぎのように伝えている。
　この日は経過報告のあとまず参加者の自己紹
介をかねた意見交換が行われた。
　「学校はいま子供が生活する場でなくなって
いる」（東京の私立高教師）「教育とは創造性を
培うべきものだが、いまそれがない」（美術家）
「私の学校ではヘアスタイルを規制し、ソック
スは三つ折り、カバンにアクセサリーをつけて
はいけないなどの細かい校則がある。毎朝、教
師が校門で登校する生徒たちに『おはよう』と
あいさつしているが、つい髪や足元に目が行っ
てしまい、学校に生徒を迎え入れようという気
持ちが薄れるのが怖い」（東京の私立高教師）
　「通学路が指定されていたり、食事は二十分
以内でと決められたり、子供が枠からはずれな
いようにする先生が増えている」（三重の母親）
「子供たちが自らすすんで校則違反を見つける
ようになっている」（千葉の小学校教師）「上ば
きの色を自由にしたら親の方から『学校で決め
てくれないと迷う』と言ってくる」（東京の小
学校教師）――など学校をめぐるさまざまな状
況が報告された。
　大沼（1982）が示していたような当時の日本の
教育に対する危惧が「フリースクール」に対する
関心の前提になっていたことが伺える。「フリー
スクール研究会結成の呼びかけ」でも管理教育に
対する批判が述べられている。また、フリースクー
ル研究会発行の『フリースクール通信』に掲載さ
れた読者の文章には以下のような記述があり、単
に「フリースクール」をつくることが目的でな
く、「フリースクール」を通した人間のあり方の
変革を志向していたことが分かる。「フリースクー
ルをつくることよりも、より多くの人がフリース
クールを通してフリーな心を持ち、フリーな生き
方ができるようになったら大きな収穫ではないで
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しょうか」（7 号 , p. 9）、「フリースクールは、教
育の問題であると同時に人間解放問題でもあり、
社会問題でもあると思う」（8 号 , p, 19）。
　フリースクール研究会では、「フリースクール」
という語はどのように用いられていたのだろう
か。「フリースクール研究会結成の呼びかけ」は、
「ニイルの「フリースクール」」、「軍国主義におお
われた戦時中でさえフリースクールを育てていた
「トモエ学園 (11)」」に言及し、「欧米に無数に広が
り、公立学校制度をも変えつつある「フリースクー
ル」や「シュタイナー学校」そして「フレネ学校」
などに学びつつ、日本の教育を蘇生させるという
壮大な歴史的変革への一役を果すのです」と述べ
ている (12)。フリースクール研究会は、フリース
クール実現のための研究とともに、ニイル、シュ
タイナー、フレネ、日本の自由教育の研究を主要
な目的としており、これらを包含する概念、ある
いはこれらと隣接するものとして「フリースクー
ル」が捉えられていたと考えられる。しかし、「フ
リースクール」の明確な定義はなされず、当時の
教育に対する批判軸になるものを広く意味する概
念として「フリースクール」が用いられていたよ
うに見受けられる。
　フリースクール研究会での「フリースクール」
の用語法に対しては、研究会会員から批判があっ
た。『フリースクール通信』32 号には伊東博（心
理学者、元横浜国立大学教授）が一光社の鈴木大
吉に送った手紙が掲載されており、伊東はつぎの
ように指摘している（伊東 1986, pp. 21-22）。
前に「フリースクール」という名称を安易に使
いすぎているのではないかということを申し上
げましたが、アメリカでは、1965 ～ 70 年ころ
の、いわゆる「フリースクール運動」のあとで
は、この言葉はあまり使われなくなっておりま
す。……アメリカの「フリースクール」をごら
んになった方にはよくわかると思いますが、日
本ではアメリカで言っているような「フリース
クール」は、ひとつもないといってよいかと思
います。それでは、日本独特の「フリースクー
ル」があるかといえば、そういってよいような
学校もまた、ひとつもないというべきでしょう。
　このように大沼の著作を契機に結成されたフ
リースクール研究会では、大沼の著作同様に「フ
リースクール」の明確な定義はなされず、その語
が意味するものは不明確なままであった。しか
し、『フリースクール通信』に掲載されているフ
リースクール研究会の入会記録や月例会のゲスト
などには、その後に実際に新たな学びの場をつく
る人びとの参加が見られ、日本の教育の刷新を求
める先鋭的な人びとに一定の影響を与えたであろ
うことが推測できる。『フリースクール通信』33
号（1986 年 3 月 13 日発行）には会員数は約 700
名であると記されており、各地に支部がつくられ
たことから、フリースクール研究会の広がりが認
められる。「フリースクール」が曖昧な概念であっ
たことが、新しい教育のあり方を求める多様な人
びとを惹きつける一因になったとも考えられる (13)。
　なお、大沼は北海道新聞を 1983 年 9 月から休
職してアメリカのミシガン大学に留学したため、
総会や月例会などフリースクール研究会の運営に
中心的に関わることはなかったと考えられる。ア
メリカでの様子を伝える一光社の鈴木大吉宛の手
紙が『フリースクール通信』8 号に掲載されてい
る。
２　日本における「フリースクール」の
　　始まり
　　
　本節では、日本における「フリースクール」の
始まりとして、初期の東京シューレについて述べ
る。東京シューレは多くの先行研究において、日
本の「フリースクール」の草分け、代表格として
捉えられている（貴戸 2004; 佐川 2009 など）。そ
の理由はいくつか考えられる。
　第 1 に、現存する「フリースクール」のなかで
運営期間がきわめて長い（1985 年開設）。第 2 に、
「フリースクール」は小規模なものが多いが、東
京シューレは最大規模であり、複数の「フリース
クール」の拠点を持ち、一条校として私立中学校
（東京シューレ葛飾中学校）を開設している。第
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3 に、「フリースクール」の場の運営だけでなく、
活発に対外的アピールを行い、多くのマスメディ
アに取り上げられている。第 4 に、開設者の奥地
圭子が多くの著作を発表し、彼女が代表を務める
「フリースクール全国ネットワーク」や「登校拒否・
不登校を考える全国ネットワーク」等を通して、
不登校の子どもたちの権利を擁護する活動を展開
してきた。第 5 に、東京シューレが行政と連携し、
奥地が文部科学省の「フリースクール等に関する
検討会議」の委員に選出されるなど、行政に対し
一定の影響力を持ってきたことが挙げられる。
　東京シューレは代表的な「フリースクール」と
して知られ、『フリースクールとはなにか』（東京
シューレ編 2000）を出版している。しかし、は
じめから「フリースクール」と名乗っていたわけ
ではない。東京シューレの開設について『毎日新
聞』（1985 年 6 月 25 日、東京朝刊 22 面）は、「登
校拒否児に親たちが “ 私塾 ”」と報じている。ま
た、東京シューレ開設後の奥地の初の単著では、
東京シューレについて以下のように述べられてい
る（奥地 1989, p. 65）。
　私はシューレを、学校外の、子どもたちの学
びと交流の場として開きました。シューレのこ
とは、フリースクールという人、私塾の一つと
いう人、かけこみ寺という人、民間施設という
人、登校拒否児の教室という人など人それぞれ
です。
　私にとってシューレがそのどれにあたるか
は、さしあたっての問題ではないのではっきり
させようとは思いません。理念や型よりも、子
どもの現実の必要性に迫られて創った場なので
す。その背景には、登校拒否といわれる子たち
の激増があります。
　貴戸は、「不登校児のサポートという緊急の要
請から生まれた「学校外の居場所」は、運営形態
を整え理念を紡ぎだしてゆく過程で、いわば事後
的にフリースクールをモデルとし、より汎用性の
高い自画像へと変更されていった」と述べている
（貴戸 2004, p. 60）。
　また佐川は、1980 年代の日本のフリースクー
ル運動の「集合行為フレーム」（Snow & Benford 
1988）が、学校批判、欧米のフリースクール思想、
子どもの人権といった価値と接合されることに
よって成立、拡大したとしている（佐川 2009）。
　本節では、「ともかくシューレを発足させ、や
りながら考えていく、やりながら道を拓いていく」
（奥地 1991, p. 29）という形で開設された初期の
東京シューレが、どのようにその性質を形成して
きたのかを検討する。
（１）欧米のスクールとの交流
　奥地は 1984 年に来日したパット・モンゴメリー
と対談している (14)。小学校を退職して新たな場
を始めるかどうか悩んでいた奥地にとって、モン
ゴメリーとの出会いは重要なものとなった。モ
ンゴメリーもまた元小学校教員で、Neill（1960）
に感銘を受けてサマーヒル・スクールを訪問し、
1967 年にクロンララ・スクールを設立している。
奥地とモンゴメリー（奥地は「パットさん」と呼
んでいる）のあいだには以下のような会話があっ
た（東京シューレ編 2000, p. 22）。
　教師をやめることは学校の改革から逃げるこ
とではないか、と仲間も言い、内心でも自問す
るところがあった奥地は、それをパットさんに
話すと、「学校のなかで学校を変えようとして
いる人は多いが、既成の学校以外の新しい場を
つくろうとしている人は少なく、その仕事は大
切」とクロンララをつくるとき考えたと言う。
そして、「もし、奥地さんがフリースクールを
始めるなら、クロンララは姉妹校になる用意が
あるし、おたがい交流して、太平洋に架け橋を
つくりましょう」、とも言われた（それは実際
一〇年後に実現した）。
　奥地は東京シューレの開設前にモンゴメリー
と出会い、東京シューレ開設後も交流を続けた。
1994 年には日米両国を相互に訪問するフリース
クール交流や、モンゴメリーを日本に招いて開催
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されたホームスクーリングの国際シンポジウムが
あり、その後も「不登校とホームエデュケーショ
ンを考える国際シンポジウム」（2005 年）、「第 3
回日本フリースクール大会」（2011 年）での講演
のためにモンゴメリーが来日するなど交流が続い
ている。
　「日本フリースクール大会」の英語名は Japan 
Democratic Education Conference（JDEC）である。
International Democratic Education Conference
（IDEC）の国内大会として 2009 年から毎年東京
で開催されている。2000 年の IDEC は、東京シュー
レを開催校として日本で開催された。1999 年に
は奥地たち東京シューレのスタッフ、子ども、保
護者（計 15 人）が、サマーヒル・スクールで開
催された IDEC に参加している（東京シューレ
編 2000, p. 4）。International Democratic Education 
Conference は「世界フリースクール大会」と訳さ
れているが、「大会をそう呼んだのは私たちの勝
手であり……ただ直訳して「世界民主的教育大会」
などと言っても固いイメージで、実際の大会の雰
囲気を伝えられない」（東京シューレ編 2000, p. 4）
と説明されている。democratic education を「フリー
スクール」と訳しているように、ここでも日本語
の語感を優先した意訳がなされている。
　厳密に「フリースクール」の定義がなされてい
たわけではないが、東京シューレの開設前、開設
後も欧米を中心とした諸外国のスクールとの交流
があったことが確認できる。東京シューレは、ク
ロンララ・スクール、サマーヒル・スクール以外
にも、スプロット・スクール（ポーランド）、サ
ンズ・スクール（英国）、ストーク・ファミリー・
スクール（ウクライナ）、ハジャ・センター（韓国）
と交流している（東京シューレ編 2000）。
（２）奥地圭子と学校
　小学校を退職するまでの奥地は、民間教育運動
に熱心な教員であった。その実践は『女先生のシ
ンフォニー』（奥地 1982）にまとめられている。「私
が、授業とは、こんなにおもしろいものか、と心
底体験したのは、結成当初からかかわった教育科
学研究会・社会科部会」であったと述べている（奥
地 1982, p. 317）。『女先生のシンフォニー』では、
最後のページで以下のように述べられている（奥
地 1982, p. 325）。
長男は「学校にいっていると、自分が自分でな
くなる気がする」といっていましたが、母親が
自分のいのちから生みわけ、育てた子どものい
のちが、それぞれの生命力を発揮することなく、
萎え苦しんでいる状況がみえてきて、これまで
うとんぜられてきた女の先生こそ、この能力主
義と管理主義に侵された日本の学校教育をよみ
がえらせる力を内に秘めていると強く思うよう
になりました。
　この時点では「フリースクール」についての言
及は見られない。この後、田中（2015）が詳述し
ているように、奥地も中心的に関わった『登校拒
否・学校に行かないで生きる』（渡辺編 1983）の
出版、その反響を受けての「登校拒否を考える会」
の設立（1984 年）があり、「学校をよくするスピー
ドより子どもが追いつめられる方が速い」（奥地 
2015, p. 166）と感じた奥地は小学校を退職する決
意をする。「「自由の森小学校」を千葉につくらな
いかという話」もあったが、「「いい学校をつく
る」ことではなく、学校以外に子どもの育つ場を
つくること」を重視して断っている（奥地 2015, p. 
167）。
　奥地はしばしば、学校現場での改革を放棄して
いる、学校を否定しているという批判に直面する
ことになった。この点については以下のように述
べている（奥地 1991, pp. 300-301）。
　学校外の居場所をつくったり、オルタナティ
ブ・スクールをつくったりすることと、公教育
学校を変えることは矛盾しません。学校に背を
むけはじめている子がふえてはいますが、ほと
んどの子は学校へ行っているいま、なんとか、
学校が楽しい場になるように変えていく必要は
あります。……しかしながら、よい学校をつくっ
たから、そこからはみ出す子が出たらその子が
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おかしい、という発想では困るのです。……沈
みかけている船を修理して旅をつづける方向も
あれば、新しい船をつくって、航海をつづける
方向もあると思います。いま、複眼が必要です。
……いろんな場があったほうがいい。こういう
考え方から、私たちは、学校を否定していませ
ん。
　既存の学校にとって学校外の場は alternative で
あるが、両立可能であることが主張されている。
（３）「OK ハウス」から「東京シューレ」へ
　奥地は 1985 年 3 月、22 年間の小学校教員生活
を終えた。退職すると新しい場をつくる前に、の
どのポリープの手術を受けた。当時について以下
のように述べている（奥地 1991, p. 18）。
手術のため、一ヵ月、声を出してはいけない
生活のなかで、これからはじめる世界にワクワ
クしつつ、いろいろな準備にとりかかりました。
どんな場をつくればいいのだろう、そこで何
をすればいいのだろうと、私はしきりに案を練
りました。……私のまわりの友人・知人・仲間
たちも、意見はさまざまでした。まったく自由
にするやり方から、学校の補完として、塾のよ
うに授業だけやる方法までいろいろでした。そ
んななかで私は、朝から毎日開いている子ども
たちの学びと交流の場で、登校拒否の子たちを
心の病気や情緒障害児としてそれをなおすため
に預かるのではなく、学校とは相対的に、自立
して運営してみたいと思うようになりました。
　確固とした「フリースクール」の理想像を持っ
ていたのではなく、手探りで始めたことが伺える。
退院した奥地は、物件探しをした。藤田悟が運営
していた塾を閉じることになり、この教室を引き
継ぐことになった。奥地圭子のイニシャルと「OK」
という言葉の意味も含めて「OK ハウス」と命名
した。奥地は「お泊り会」などの試行錯誤を重ね、
「学習や体験のいろいろなプログラムと、子ども
たちの活動のひろがっていけるような場にふみだ
す必要」を感じ、「東京シューレ」を開設した（奥
地 1991, p. 23）。「シューレ」という語について奥
地は、「ラテン語で「余暇を豊かに善用するところ」
という意味ときき、原点にかえろうという私の思
いとつながりました。のちに、ギリシャ語をやっ
ている人から「精神を自由につかう意」とも教え
られました」と述べている（奥地 1991, p. 23）。
　運営形態については以下のように述べられてい
る（奥地 1991, pp. 27-28）。
　運動としてこういう場づくりにふみ出した私
には、「登校拒否を考える会」でやっていくほ
うが、金、人材、意識の面でやりやすいと思わ
れました。しかし、誰が責任をとるのかという
こと、意見は必ずわかれてくるだろう、そのと
きどうするのかということ、さらにシューレの
運営をめぐる対立が「考える会」の分裂すら招
くであろうことなどを考え、私個人でやるとい
うかたちをとることにしました。
　このように東京シューレは、奥地を責任者とす
る任意団体として設立された。1999 年に NPO 法
人東京シューレが設立され、任意団体から事業を
引き継いでいる。
（４）東京シューレの開設
　日本の「フリースクール」の草分けとして広く
知られる東京シューレの開設は、必ずしも順風満
帆と言えるものではなかった。当時について奥
地は以下のように述べている（奥地 1991, pp. 35-
36）。
私はすっかり自信をなくしていました。世間知
らずの教師が民間でやっていけないのではな
いか、教師くささが身についてしまっていて、
反発されるのではないか……また、このころ、
シューレを支える会を作ろうと動き出してくれ
た人たちもいましたが、シューレに営業がから
んでいるので、それを応援するのはどういうこ
－ 30 －
臨床教育学論集　第８号　2016 年
とかという声があがり、ポシャってしまったり、
地域でめいわくがる声が入ってきたりしていま
した。また、オープン前に通いはじめた子のな
かに発作をおこす子もいて、スタッフとして決
まっていたのに自信がないとことわってくる人
もいたりで、まだはじまらないうちから次つぎ
とショックを受けるようなことが重なっていま
した。
　奥地は多くの人びとの協力を得ながらも、この
ように困難に直面していた。若者のなかにも批判
的な意見があった。オープン直前の東京シューレ
を若者 4 人が訪ね、「こういう学びの場ができる
と、親たちは、「学校に行かないのならこういう
ところへ行きなさい」というふうに子どもに圧力
をかけるだろう、また、こういうところにもきた
くない子や、これない子は、よけいに劣等感をも
つだろう、だから OK ハウスやシューレができる
のはよくない」と訴えた（奥地 1991, p. 31）。こ
うしたこともあり、募集要項には「親の希望では
なく、本人の希望であることが原則です」と明記
された（奥地 1991, p. 31）。
　また、『フリースクール通信』（フリースクール
研究会発行）で「登校拒否を集めて何かやり出し
たらフリースクールだなんてとんでもない」と書
かれることもあった（奥地 1991, p.300）(15)。日
本における「フリースクール」の始まりにおいて、
「フリースクール」が「登校拒否」とどのような
関係を持つかが問われていたと言える。奥地は、
「東京シューレがフリースクールかどうか別とし
て、日本の新しい、自由な教育は、登校拒否を排
除して現実性をもつものではありません」（奥地 
1991, p.300）と述べている。
（５）小括
　以上をふまえて、つぎのことが指摘できる。
　第 1 に、東京シューレは欧米のスクールとの交
流を持っていたが、欧米の教育理念を移植したも
のではない。
　第 2 に、学校以外の選択肢（alternative）とな
ることを志向したが、学校を否定するのではなく、
学校との両立を訴えていた。
　第 3 に、登校拒否を考える会など奥地個人の
ネットワークが活用されながらも一定の自律性を
持ち、奥地個人を責任者として開設された。
　第 4 に、批判的な見方も少なくないなか、「登
校拒否」をどう考えるかなど、東京シューレのあ
り方を模索していた。
　貴戸（2004）、佐川（2009）が指摘しているよ
うに、東京シューレが事後的に「フリースクール」
になっていくことは事実であるが、「フリースクー
ル」として構築されていく過程にはさまざまな批
判を含む交流や課題があったのである。
３　「フリースクール」概念の濫用
（１）奥地たちによる批判
　東京シューレは当初は「フリースクール」であ
ることを明示していなかったが、2000 年に『フ
リースクールとはなにか』を出版する。これは以
下に述べるように、「フリースクール」とは何か
が不明確であることを問題視したからであると考
えられる。
　『フリースクールとはなにか』では、「学習塾・
予備校、サポート校などの塾産業が、フリース
クールを名乗り始め……それらの団体が連携し、
日本フリースクール協会を立ち上げ、大手マスコ
ミもそちらを記事にするなどして、親・市民・子
どもから見て、フリースクールとは何かがよくわ
からない状況になってきている」（東京シューレ
編 2000, p. 33）と述べられている。1998 年に「日
本フリースクール協会」事務局員の訪問を受けた
東京シューレが、フリースクールとはなにか、な
ぜフリースクールと名乗るのか質問すると、「一
人でも不登校生がいればフリースクールです」「こ
のごろは、フリースクールと言う方が、親に受け
がいいんです」という返答で、持参の案内書には
「いじめ・不登校・不振生のためのフリースクール」
と書かれていた（東京シューレ編 2000, p. 34）。
　東京シューレは、「諸外国のフリースクール関
係者は、日本のフリースクールをどう見るのであ
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ろうか。不登校生の学習指導をし、学校復帰を目
的とするのはフリースクールであろうか」（東京
シューレ編 2000, p. 35）と問題提起している (16)。
　奥地たちは矯正施設が「フリースクール」と呼
ばれることにも警鐘を鳴らしている。2008 年 9 月、
丹波ナチュラルスクール（京都府船井郡丹波町）
の経営者ら 2 名が、入所者を暴行し逮捕された。
同月、奥地がともに代表理事を務める「フリース
クール全国ネットワーク」「登校拒否・不登校を
考える全国ネットワーク」は連名で「丹波ナチュ
ラルスクール暴行事件に関するアピール」を発表
し、そのなかで以下のように述べている (17)。
丹波ナチュラルスクールは、フリースクール
と報道されていますが、それについても問題を
感じます。丹波ナチュラルスクールは系列とし
ては、かつて似た人権侵害をひきおこした戸塚
ヨットスクール、不動塾、風の子学園、アイメ
ンタルスクールと同様、矯正施設といえます。
日本にフリースクールが誕生した 1980 年代、
誰も戸塚ヨットスクールなどのことをフリース
クールと呼ぶ人はいませんでした。しかし、90
年代様々な不登校の受け皿が増えるにつれ、不
登校の子どもが行くところがフリースクールと
呼ばれるようになり概念の混乱が生じていま
す。
（２）先行研究における「フリースクール」概念
の混乱
　フリースクール研究においても、「フリースクー
ル」概念は曖昧であり、濫用されている。多くの
先行研究において「フリースクール」概念の混乱
が見られ、大沼やフリースクール研究会の大括り
な「フリースクール」概念と共通する面がある。
20 世紀末以降の研究が多く、無批判に大沼（1982）
の「フリースクール」概念や日本における「フリー
スクール」の用語法を前提にしていると考えられ
る (18)。
　以下、日本のフリースクール研究が、欧米の「フ
リースクール」をどのように捉えているかをまず
検討し、その後に日本の「フリースクール」に関
する記述を検討する (19)。
　１）欧米の「フリースクール」
　欧米と日本の「フリースクール」を比較した沖
田（1997a）は、「欧米のフリースクールの歴史」
として、19 世紀末から 20 世紀初頭の新教育運動、
1960 年代後半から 1970 年代のフリースクール運
動を挙げている。しかし、これらを「フリースクー
ル」として総称することの適切性が検討されなけ
ればならない。以下に留意すべき点を述べる。
　まず、シュタイナ （ーSteiner, R.）、フレネ（Freinet, 
C.）、モンテッソーリ（Montessori,  M.）といった
それぞれに特徴のある教育実践を「フリースクー
ル」に含めると、「フリースクール」概念が不明
確になってしまう (20)。
　また、サマーヒル・スクールは、最古の「フリー
スクール」であるのか、それとも「フリースクー
ル」ではないが「フリースクール」のモデルとなっ
たのか曖昧である（この点は多くの先行研究もほ
ぼ同様である）。
　米国での Neill（1960）の刊行がフリースクー
ル運動に影響を与えたとはいえ、沖田（1997a）
も指摘しているようにサマーヒル・スクールと米
国のフリースクール運動には相違点も多い。それ
らは、１）サマーヒル・スクールが高額の費用を
要する寄宿学校であるの対し、フリースクール運
動は低所得層に開かれた場を志向していた、２）
サマーヒル・スクールが田舎町にあるのに対し、
フリースクール運動の拠点は都市であった、３）
フリースクール運動が社会運動（公民権運動やベ
トナム反戦運動など）とのつながりを持つのに対
し、サマーヒル・スクールはそうではない、と
いった点である。「フリースクール」と総称する
ことにより、これらの相違点が不明確になってしま
う (21)。
　また、フリースクール運動とともに、ホルト
（Holt, J.）やイリイチ（Illich, I.）が言及されるこ
とがある（田中 2002 など）。しかし、ホルトはホー
ムスクーリング（home schooling）で知られており、
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既存の教育への批判的姿勢など重なる点があった
とはいえ、「フリースクール」と同一ではない。
イリイチは「フリー・スクール運動は、型にはま
りたくない教育者の気持を誘うが、究極において
は学校教育の伝統的なイデオロギーを支持してい
る」（Illich 1970 = 1977, p. 126）と述べており、フ
リースクール運動に批判的である。イリイチが主
張したのは「一人一人の学習者が自らの管理下に、
自律的に学習用の資金と人材を集めるためのネッ
トワーク」（Illich 1970 = 1977, p. 133）であり、フ
リースクールではない。フリースクール内がデモ
クラティックであったとしても、誰かが主導的に
スクールを組織する時点で、イリイチにとっては
不徹底なのである。『脱学校の社会』（Deschooling 
Society ）は、学校に批判的であるから、フリース
クールに肯定的であろうと誤解されがちである
が、フリースクール
4 4 4 4
も deschooling の対象なので
ある。
　
　２）日本の「フリースクール」
　沖田（1997a）は、「日本におけるフリースクー
ルの試み」には、「欧米のフリースクールと同様
の活動が行われているものと、学校教育の補助的
機能を担っているものとがある。具体的な例とし
て、前者は「東京シューレ」を、後者には「戸塚
ヨットスクール」をあげることができる」と述
べている（沖田 1997a, p. 123）。前者については、
先述のように欧米の「フリースクール」は一様で
はないため、「欧米のフリースクールと同様の活
動」という定義が不明確である。後者については、
フリースクールの系譜を考慮すれば、戸塚ヨット
スクールが「フリースクール」ではないことは言
うまでもない。
　沖田（1997b）は、「フリースクール」を「他律
型」「自由型」「自律型」に分け、各具体例として
「輝きの里」（福岡県の入所施設）、東京シューレ、
きのくに子どもの村学園を挙げている。「子ども
たちを指導し、しつけなければならない対象とと
らえ」、「ほとんどが「～しなさい」という強要で」、
「「学校に戻すこと」を目的とし、一斉授業を行う
など学校と同様の特徴を持つ場所」（沖田 1997b, p. 
27）を安易に「他律型」として「フリースクール」
に含めることは疑問である。また、きのくに子ど
もの村学園の学園長である堀は、「フリースクー
ルを名乗ったことは一度もない。むしろ、そう呼
ばれるのを意識的に避けているくらいだ。……
日本的な意味でのフリースクールではない」（堀 
1997, p. 71）と述べており、きのくに子どもの村
学園を他種とまとめて「フリースクール」と総称
することは適切ではない。
　徳留（2001）は、「フリースクール」を「子ど
もの自主性を尊重し、個性を生かすといった教育
理念を実践している学校、またはそのような教育
理念をもとに開かれている学びの場（形）」（徳留 
2001, p. 148）と定義し、日本における「フリース
クール」として 3 種を挙げている。1 つ目はきの
くに子どもの村学園、自由の森学園、生野学園高
等学校といった私立学校（一条校）、2 つ目は兵
庫県立神出学園および適応指導教室（公設機関）、
3 つ目はラミ中学校（無認可の私設スクール）で
ある。定義が曖昧であり、まったく様相の違う学
校等を「フリースクール」と総称してしまってい
る。
　鷲頭（2012）は、「先駆的フリースクール」として、
兵庫県立神出学園、京都市立洛風中学校、八王子
市立高尾山学園などを挙げている（鷲頭 2012, pp. 
89-90）。公立学校（ただし、兵庫県立神出学園の
み一条校ではない）を「フリースクール」と呼ぶ
ことは適切なのだろうか。
　菅野（2000）は明確な定義を示していないが、
「元来学習塾としてあったものが不登校児童生徒
を受け入れるようになった施設（そのままフリー
スクール化したものと、学習塾とフリースクール
が併存しているものもある）や……はじめからフ
リースクールとして開設されたものなどに分けら
れる」としている（菅野 2000, p. 39）。1985 年に
は「学校外で学ぶ子の会支援塾全国ネット」（現
在の「子ども支援塾ネット」）が設立されており、
東京シューレも 1987 年まで夜間は塾として運営
されたように、「フリースクール」と塾の親和性
は高い (22)。
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　吉井（1999）の整理は、比較的妥当であると思
われる。吉井は、「諸外国におけるフリースクー
ル運動はニイルのサマーヒルによる影響が大きい
ため、多かれ少なかれ自由主義教育の立場をとる
が、日本のフリースクールの場合は第一義には不
登校生のための学校外の学びの場又は居場所とし
ての役割がある」として区別し「日本版フリース
クール」と呼んでいる（吉井 1999, p. 87）。そして、
サブカテゴリーとして「不登校問題志向」「新し
い教育志向」「学習サポート志向」を設定しており、
これらも実態に近い分類であると考えられる。た
だし、「学習サポート志向」は、奥地たちが「フリー
スクール」とは言い難いと批判した諸団体と重な
る。
　坂田（2002）は、「学校教育法第一条校以外の
教育組織の中で、「フリースクール」「サポート校」
「大検予備校」「インターネットを利用したホーム
スクール支援校」等に代表される不登校児童・生
徒の受け入れを行う組織を広く「フリースクール」
として把握」している（坂田 2002, p. 145）。吉井
（1999）同様に不登校生の通う場として捉えられ
ているが、この点のみを「フリースクール」の定
義とすることには注意が必要である。また「サポー
ト校」「大検予備校」「インターネットを利用した
ホームスクール支援校」を「フリースクール」と
呼ぶことには疑問がある (23)。
（３）雑誌記事における「フリースクール」
　フリースクールを取り上げた雑誌記事は多くあ
るが、特に概念の混乱がみられる 2 つの記事につ
いて述べる。
　高杉（1985）は、「真のフリースクールを求めて」
と題しているが、取り上げている具体例が自由の
森学園、野中保育園（静岡県富士宮市）、伊那小
学校（長野県伊那市）であり、ほぼ整合性がない。
おそらく「自由な学校」といった意味合いで「フ
リースクール」という語を用いているのだと思わ
れる。高杉が原稿タイトルを付けたかどうかは不
明だが、日本における「フリースクール」概念の
混乱をよく表している記事である。
　池田（2002）は、長野県下伊那郡天龍村の廃校
を「宿泊型フリースクール「どんぐり向方塾」」
として再生した事例を紹介している。「どんぐり
向方塾は、NPO 法人として天龍村の山村留学事
業、生涯学習事業の一環」（池田 2002, p. 41）と
されており、山村留学の同義語として「フリース
クール」が用いられている印象を受ける。2005
年からは学校法人どんぐり向方学園として運営さ
れており、「前頭葉を鍛える教育」で不登校や発
達障害が「改善」すると謳っている (24)。
（４）「フリースクール」概念の整理
　以上を踏まえて、「フリースクール」とは何か
を検討するにあたり考慮すべき点を現在の日本の
文脈において整理しておきたい。
　第 1 に活動内容の自由度である。授業がある、
活動内容があらかじめ決められていない、活動に
参加しない自由があるなど、さまざまなグラデー
ションがある。活動に参加しない自由があるとい
う点は、サマーヒル・スクールも東京シューレも
共通していると考えられる。
　第 2 に利用形態である。通所、入所いずれの場
合も「フリースクール」たり得ると言える。入所
の場合、子どもの人権に対する配慮がより必要と
される。
　第 3 に学校復帰に対する姿勢である。学校復帰
を前提とした場は「フリースクール」と言い得る
のだろうか。
　第 4 に運営主体である。公設機関（および公設
民営機関）は「フリースクール」と呼び得るのだ
ろうか。アメリカの場合、公立の「フリースクー
ル」も存在したが、日本の公設機関とは性格が異
なる（田中 1988 など）。
　第 5 に学校法人格の有無である。東京シューレ
が学校法人として東京シューレ葛飾中学校を開校
するなど、学校法人格を有していてもフリース
クールの理念を持っている例外もあるが、一条校
とフリースクールは一般に規模が違い、運営のあ
り方が異なることから、一条校は除外することが
適切ではないだろうか。
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おわりに
　本稿では、日本における「フリースクール」概
念がきわめて曖昧であり、しばしば濫用されてき
たことを明らかにした。
　日本において「フリースクール」に対する関心
が高まる契機になった大沼（1982）の「フリース
クール」概念は、学問的厳密性を欠くもので、紹
介事例をアピールする標語のようなものとして濫
用された。フリースクール研究会の「フリースクー
ル」概念も曖昧なものであったが、「フリースクー
ル」概念の普及に一定の役割を果たした。
　日本における「フリースクール」の草分けとし
て知られる東京シューレは、1985 年の設立当初
からフリースクールと明示していたわけではな
かったが、日本フリースクール協会の設立など「フ
リースクール」概念の濫用を背景として 2000 年
に『フリースクールとはなにか』を出版し、「フリー
スクール」概念の明確化を試みた。
　日本のフリースクール研究においても、大沼や
フリースクール研究会と同様に、欧米の「フリー
スクール」を大括りに捉え、各実践の差異を軽視
する傾向がある。また、矯正施設、公設機関、一
条校を「フリースクール」に含めるなど、「フリー
スクール」概念の濫用が認められる。
　本稿冒頭で述べたように、文部科学省は「フリー
スクール等に関する検討会議」を設置し、「フリー
スクール等」を教育制度に位置づける方向で議論
を進めている。この「フリースクール等」という
用語法も曖昧であり、文部科学省は「不登校に対
応する民間施設」といったニュアンスで用いてい
る印象を受ける。文部科学省の動きを受けて、不
登校生支援に塾産業が本格的に乗り出し始めてい
る今、改めて「フリースクール」とは何かが問わ
れている。かつてのように規律訓練により学校復
帰を図る施設だけでなく、近年はカウンセリング
や発達障害への専門的対応によって学校復帰を目
指す「フリースクール」など支援機関も多様化し
ている。
　日本における「フリースクール」概念の普及に
あたっては alternative school や democratic educa-
tion の意訳として「フリースクール」が多用され
てきた。意訳としての「フリースクール」は、日
本における概念の普及に有用であったが、濫用に
よる混乱を招いている。「フリースクール」につ
いて考えるためには、その原義を再確認する必要
がある。「フリースクール」の系譜を重視するな
らば、学校復帰のための「フリー」な雰囲気の別
教室は alternative school ではなく、操作的に子ど
もに関わる実践は democratic education ではない
のであるから、「フリースクール」と呼ぶことは
できない。言い換えるならば、「フリースクール」
と は democratic education が な さ れ る alternative 
school であるということである。
　最後に、今後の課題について述べる。本稿で
は「フリースクール」概念が濫用されてきた経緯
の記述を重視したため、「フリースクール」の厳
密な定義は行わず、概念整理の方向性を示すに留
まった (25)。alternative school や democratic educa-
tion についても詳述するべきであるが、これらも
また多様である。
　本稿では日本および欧米の「フリースクール」
に関する研究について検討したが、シューレ大学
不登校研究会（2004, 2006）が「アジアの不登校」
シリーズとして、台湾の「フリースクール」など
を紹介しているように、日本や欧米以外の「フリー
スクール」に対する考察も必要である。
　また、英国の「フリースクール」に関するさら
なる考察も必要である。吉田（2004）は、「英国
型フリースクール」として、サマーヒル・スクール、
サンズ・スクール、パーク・スクールを挙げて
いるが、英国において「必ずしも「Free School」
と呼称するとは限らない」と述べている（吉田 
2004, p. 212）。実際にこれらのスクールのホーム
ページでは free school という語は用いられていな
い (26)。
　英国では 2010 年の政権交代により、保守党、
自由民主党による連立政権が発足した。連立政権
は、誰もが公費によって「フリースクール」を運
営できる制度を創設し、2011 年から新制度によ
る「フリースクール」が開校しているが、労働党
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の支持基盤である教員組合を中心に、中産階級の
ための「フリースクール」は教育における公正を
歪めると批判されている（望田 2012a, 2012b）。
　サンズ・スクールは、新たな「フリースクール」
の開校により「オルタナティブ教育」は曖昧な用
語になったとしている (27)。英国においても「フ
リースクール」が問われているのである。
【註】
(1)  「フリースクール」と似た意味で「フリースペース」
という語が用いられることもある。後者は居場所とし
ての意義をより強調して用いられている印象を受ける。
両者の違いを検討することも重要であるが、本稿では
「フリースクール」に限定して考察する。
(2)  Oxford Advanced Learnerʼs Dictionary of Current 
English (Oxford University Press, 2010), The New Oxford 
American Dictionary  (Oxford University Press, 2001) に は
free school の項目はない。
(3)  『現代教育学辞典』（労働旬報社、1988 年）、『新教
育学大辞典』（第一法規出版、1990 年）、『新教育辞典』
（勉誠出版、2002 年）、『教育用語辞典』（ミネルヴァ書房、
2003 年）など。なお『新教育社会学辞典』（東洋館出版、
1986 年）には「フリースクール」の項目はない。
(4)  例外としてThe International Encyclopedia of Educa-
tion (Pergamon, 1994) は、Alternative Schools and Pro-
grams のサブカテゴリーである Free Schools の項目の最
後で、ニイルの著作が国際的に多くの影響を与えたこ
とを簡潔に述べている。
　Dictionary of Education  (Hodder & Stoughton, 1993) は
free school の項目で、サマーヒル・スクールではなく、
ロンドンの White Lion Street Free School（1972 － 1990）
を一例として挙げている。
(5)  『現代アメリカ教育ハンドブック』は、「オルタナティ
ブ・スクール（AS）」について以下のように述べている
（アメリカ教育学会編 2010, p. 25）。「広い意味で、①父母・
生徒の選択肢として、また狭い意味で、②既存の学校
には適応できない生徒に対して、特別な支援を提供す
る教育機関として、1960 年代から多様な AS が開設され、
やがて一部が伝統的な学校システムの中に制度化され
てきた」。
(6)  http://clonlara.org/portal/（2015 年 8 月 15 日 閲 覧 ）。
例外としてモンゴメリーの実践を振り返るインタ
ビューでは一部で「free schools」が用いられている。
http://www.clonlara.org/home/AERO
(7)  ただし、モンゴメリーは『フリースクール』とい
う共著を書いており、つぎのように「フリースクール」
という語を用いる理由を述べている（Montgomery & 
Korn 1984 = 1984, pp. 16-17）。「新しい学校の呼び方はさ
まざまです。選択肢を提供するという意味を込めたオ
ルターナティブ・スクール、当時の公民権運動との関
連からフリーダム・スクール、自由を保障するという
意味のフリースクール、そしてイギリスのインフォー
マル教育をモデルにしたオープン・エデュケーション。
……わたしたちは、これらの学校を総称するのに「フ
リースクール」という言葉以上に適切な表現を見出し
ません。アメリカでは、こうした総称が用いられるこ
とはまれですが、以下、わたしたちの理念を体現した
学校のことを「フリースクール」と呼びたいと考えます。
自由こそが、これら新しい学校を貫く共通のバックボー
ンなのですから」。
　一応の理由は述べられているが、アメリカで一般的
ではない「フリースクール」という総称が適切であ
るのか疑問が残る。なお Montgomery & Korn（1984 = 
1984）は、一光社の依頼により日本の読者のために書
き下ろされたもので、アメリカでは出版されていない。
翻訳者の一人である大沼は、「訳書では 300 ページを超
えそうです。適当にカットしたり、締めたりする必要
が出てくるでしょう」（『フリースクール通信』8 号 , p. 
20）と述べており、当時アメリカに滞在していた大沼
が編集したと考えられる（邦訳書は全 192 頁）。
(8)  この点は Holt(1981 = 1984) の原題Teach Your Own: 
A Hopeful Path for Education が、大沼による邦訳書では
『なんで学校へやるの――アメリカのホームスクーリン
グ運動』になっていることからも伺える。
　なお、大沼（1982）が出版される契機になった新聞
連載の冒頭は、つぎのように始まる（『北海道新聞』
1981 年 6 月 16 日 18 面）。「「欧米に教育の新しい風が吹
き出した」。そんな話を耳にして、地球の反対側に出か
けてみた。そこで出合ったものは、フリースクール運
動をはじめ、既存の「学校教育」のワクを打ち破る数々
の試みだった。学びの原点を追求するその姿は、校内
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暴力など日本の病根を映し出す鏡でもあるような気が
した」。
(9)  フリースクール研究会については『フリースクール
通信』（フリースクール研究会発行）を参照した。なお、
研究会には次節で述べる奥地圭子（東京シューレ開設
者）も参加している（東京シューレ編 2000, p. 21）。
(10)  一光社から石井の編著『「反省が処分」の教育――
子どもが驚くほど変わる非行克服のキメ手』を 1981 年
に刊行している。
(11)  小林宗作が自由ヶ丘学園の幼稚園と小学校を引き
継ぎ、1937 年にトモエ学園として設立した。大沼（1982）
でも「フリースクール」として言及されている。
(12)  「フリースクール研究会結成の呼びかけ」は、『フ
リースクール通信』1 号（1983 年 6 月 13 日発行）に掲
載されたものを参照した。
(13)  例えばフリースクール研究会が 1984 年 8 月 8 日に
主催した「教育に自由を！「学校信仰」を超える東京
集会」のパネル・ディスカッションには以下の人々が
参加している（集会案内の掲載順、括弧内は当時の所
属）。伊藤隆二（家庭教育を見直す会）、藤岡完治（人
間中心の教育を現実化する会）、奥地圭子（登校拒否を
考える会）、佐々木賢（わかる子をふやす会）、松崎運
之助（市川教育を考える会）、原田智恵子（私塾の会）、
保坂展人（学校解放新聞）、藤井誠二（愛知オイこら新
聞）、パット・モンゴメリー、石井和彦（フリースクー
ル研究会）、八杉晴実（わかる子をふやす会）。
(14)  クロンララ・スクールのホームページ掲載のイン
タビューで、モンゴメリーは日本に約 10 回招聘され
たと述べている（2015 年 8 月 23 日閲覧）。http://www.
clonlara.org/home/AERO
(15)  奥地は『フリースクール通信』のどこで書かれて
いるかは明示していないが、伊東博の以下の記述を指
していると思われる（伊東 1986, p. 19）。「フリースクー
ルというのは、アメリカでは、立派な、行政で認定し
ている、チャンとした学校なのです。（勿論、日本のよ
うに四角いコンクリート建ての校舎があるというので
はありません。）学校に行けない子を集めて塾のような
ものを作っても（それが大事なことであるのはわかり
ますが）、それは決して「フリースクール」ではないの
です。そういう塾が「学校」として認められたときに、
それははじめて「フリースクール」になるのです」。
(16)  『フリースクールとはなにか』は、東京シューレの
「フリースクールとしての理念」として「まずは居場所
であること」「やりたいことを大切にする」「自由を尊
重する」「子どもたちによる自治」「個の尊重」を挙げ
ている（東京シューレ編 2000, pp. 80-91）。
(17)  アピールは、「登校拒否・不登校を考える全国ネッ
トワーク」のホームページに掲載されている（2015 年
8 月 14 日 閲 覧 ）。http://www.futoko-net.org/news/2008/
post-3.html
(18)  例外として藤田（2002）がある。藤田は、「フリー
スクール」概念の混乱を簡潔に指摘し、「早急に問題を
解決する糸口は見つかっていないのが現状である。フ
リースクールの実践を長く継続していくことがひとつ
の解決方法であるのかもしれない」と結論づけている
（藤田 2002, p. 105）。　
(19)  多くのフリースクール研究があるため、特定の
「フリースクール」を取り上げた事例研究やエスノグラ
フィーは除外し、総説として日本の「フリースクール」
全般を論じた先行研究のみを対象とする。
(20)  坂本（2003）なども、「フリースクールの歴史」と
して新教育運動の実践家たちを多数紹介している。新
教育運動は、「フリースクール」の源流と言い得るかも
しれないが、「フリースクールの歴史」ではない点が明
確にされていない。　
(21)  サマーヒル・スクールとフリースクールの違い
に つ い て は 堀（1984, pp. 182-195） が 詳 述 し て い る。
なお米国のフリースクール運動の内部にも差異はあ
り、Graubard（1972） は Summerhillian, Parent-Teacher 
Cooperative Elementary, Free High Schools, Community El-
ementary の 4 つに分類している。Historical Dictionary of 
American Education (Greenwood Pub Group, 1999) は Free 
School Movement の項目で、社会問題から撤退するユー
トピア志向の文化的急進主義と、直接行動を支持する
政治的急進主義の対立があったとしている。
(22)  塾を母体とする、あるいは併設するフリースクー
ルは、阪神のフリースクールに多く見られる。神戸フ
リースクール（神戸市）は、1990 年に「明石フリース
クール冬夏舎」として私塾「冬夏舎」に併設された（阪
神大震災によって教室が全壊したため、1997 年に神戸
市に移転し「神戸フリースクール」に改名）。
　大阪で現存するフリースクールのなかで最も長い歴
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史を持つ「フリースクール志塾」（大阪市）は、塾が母
体となって1997年に設立され、現在も塾とフリースクー
ルが同じ教室で併存している。
　関西で最大規模のフリースクールである「フリース
クールみなも」（大阪市）は、2004 年にフリースクール
として設立されたが、2013 年からは個別指導塾を併設
している。フリースクールにおいて学習支援ニーズが
高まっているという指摘もある（井上 2013）。
(23)  ただし、東京シューレが 2012 年から札幌自由が丘
学園三和高等学校（通信制高校）との連携を始めるな
ど近年、通信制高校と提携するフリースクールは増え
ている。形式上は通信制高校との提携により「サポー
ト校」とも捉えられるが、フリースクールにおける高
卒資格取得支援と、比較的規模が大きく理念の異なる
サポート校は区別して考える必要があるだろう。同様
に、フリースクールにおける高卒認定試験（旧大検）
の学習支援と、比較的規模の大きい高卒認定試験予備
校も区別する必要があるだろう。一方で、両者の差異
は以前に比べれば小さくなりつつある傾向もある。
(24)  学校法人どんぐり向方学園のホームページを参照
（2015 年 8 月 15 日閲覧）。http://www.donguri-gakuen.jp/
(25)  「フリースクール」を教育制度に位置づけるにあ
たって、「フリースクール」を厳密に定義すると、行政
に認められる「フリースクール」と、認められない「フ
リースクール」に分かれてしまうことが危惧されてい
る。「フリースクール」の多様な実践を考慮すれば、厳
密に範囲を確定するのではなく、大まかな要件を明ら
かにすることが必要とされていると考えられる。
(26)  2015 年 8 月 19 日に以下のサイトを閲覧。
http://www.summerhillschool.co.uk/
http://www.sands-school.co.uk/
http://www.parkschool.org/page
(27)  http://www.sands-school.co.uk/alternative-education/
（2015 年 8 月 19 日閲覧）
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A Study on the Concept of “Free Schools” in Japan: 
“Free School” as a Free Translation and its Abuse
TANAKA  Yuya
 The concept of “free schools” in Japan is vague and has often been abused. The work of 
Ohnuma Yasushi raised Japanese consciousness of “free schools,” but Ohnuma’s concept of “free 
schools” lacks academic rigor; various Western approaches which could hardly be called “free schools” 
were also translated freely under this rubric.
 Tokyo Shure, considered a pioneering “free school” in Japan, was not formally thus known 
from its establishment in 1985; however, in 2000 it published Free school to wa nani ka  (The meaning 
of free schools). This was due to the need to establish the legitimacy of Tokyo Shure as a free school in 
the context of the abuse of the concept of “free schools” such as the establishment of the Japan Free 
School Association on differing principles.
 Japanese research on free schools has tended toward an approach similar to Ohnuma’s, 
lumping together the “free schools” of the West without close attention to their individual differences: 
the “free school” concept has been abused by its use for corrective institutions, public institutions, 
and Article 1 schools.
 The Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology has established a 
“Committee to Consider Free Schools et al.” and is continuing discussions with a view to locating 
“free schools et al.” within the educational system, but this expression is similarly vague. As the cram 
school industry moves toward opening “free schools” in response to new Ministry policy, the meaning 
of “free schools” is being questioned once again. Support organizations including “free schools” which 
aim at children’s return to school through counseling and specialist attention to developmental 
disabilities are also diversifying in recent years, distinct from previous institutions which aimed at 
return to school through regulated training.
 As the concept of “free schools” has become familiar in Japan, it has been variously used as 
a free translation of “alternative school” or “democratic education.” “Free school” as a free translation 
was a useful way of making the concept familiar within Japan, but its abuse has led to confusion. In 
order to consider “free schools,” we need to reconfirm the original meaning of the term. A focus on the 
history of “free schools” indicates that a separate classroom aimed at return to school with a “free” 
atmosphere is not an “alternative school,” and an approach which interacts manipulatively with 
children is not “democratic education.”
Key words: free school, free translation, Ohnuma Yasushi, Okuchi Keiko, Tokyo Shure
